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第１章 計画の⽬的と対象 
１．計画策定の背景と⽬的 

急激に進⾏する少⼦⾼齢化などの社会状況の変化、既存住宅や建築物の⽼朽化などに伴い、
空家は年々増加傾向にあり、⼈⼝減少社会の中、今後更なる増加が⾒込まれています。中で
も適正に管理されずに放置された空家等は、倒壊や雑草の繁茂、⽕災など地域住⺠の⽣活環
境に悪影響を及ぼしています。また、空家等の増加は、地域コミュニティの活⼒を低下させ
る⼀つの要因となっており、このままの状況が続くようであれば、問題の⼀層の深刻化が懸
念されます。 

このような状況の中、国においては、空家等に関する施策を総合的かつ計画的に推進し、
公共の福祉の増進と地域の振興に寄与することを⽬的として、「空家等対策の推進に関する
特別措置法」（以下「空家法」という。）が制定され、平成 27 年 5 ⽉に全⾯施⾏されまし
た。これにより、空家等の適切な管理については所有者等に第⼀義的な責任を有することを
前提とした上で、空家等に関する対策を適切に講ずるよう努めることが市町村の責務として
位置付けられました。 

また、⼤阪府においても、今後の住宅まちづくり施策の指針となる「住まうビジョン・⼤
阪（平成 28 年 12 ⽉策定）」や府内の空家等対策を戦略的かつ集中的に進める「空家総合戦
略・⼤阪（平成 28 年 12 ⽉策定）」を策定しています。こうした状況を踏まえ、本町の空家
等に関する対策を総合的かつ計画的に取り組む基本的な⽅針として、「岬町空家等対策計画」
を策定することとしました。 

本計画の推進により、住⺠が安⼼して安全に暮らせる環境づくりをめざすとともに、空家
等の活⽤による地域活性化、定住促進による持続可能なまちづくりの実現をめざします。 
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２．計画の位置付け  
本計画は、空家法第 6 条の規定に基づき、空家等に関する対策を総合的かつ計画的に実施

するため、国の基本指針に即して岬町空家等対策協議会での協議を踏まえ策定するものです。 
また、本計画は、「第 4 次岬町総合計画（平成 23 年 3 ⽉策定）」を上位計画とし、「岬

町都市計画マスタープラン（平成 23 年 3 ⽉策定）」や「岬町まち・ひと・しごと創⽣総合
戦略（平成 28 年 3 ⽉策定）」等の庁内関連計画との整合を図りながら、空家等対策の⽅針・
施策を⽰すものです。 

     

【上位計画】 
第４次岬町総合計画 
・⽬標年次：平成 32 年（2020 年）まで 

【関連計画】 
・岬町都市計画マスタープラン 
・岬町⼈⼝ビジョン    
・岬町まち・ひと・しごと創⽣総合戦略 

等 

  

岬町空家等対策計画 

 

【国】 
・空家等対策の推進に関する特別措置法 
・空家等に関する施策を総合的かつ計画的に実施するための基本的な指針（国の基本指針）
【⼤阪府】 
・住まうビジョン・⼤阪（⼤阪府住⽣活基本計画） 
・空家総合戦略・⼤阪 

 
３．計画期間 
計画期間：平成 31 年度（2019 年度）から平成 40 年度（2028 年度）まで 

本計画の計画期間は、平成 31 年度（2019 年度）から平成 40 年度（2028 年度）までの
10 年間とします。ただし、社会情勢の変化や施策等の取り組み状況、国や⼤阪府などの政策
の動向を踏まえ、計画期間中であっても⾒直しを⾏うことがあります。 

 
４．計画の対象 
計画の対象地域：岬町全域 

空家等実態調査では、空家等の分布が町域全体に広がっていることが⽰されていることか
ら、本計画の対象とする地区については、岬町全域とします。 
   

５．対象とする空家等の種類 
対象とする空家等の種類：空家法第 2 条第 1 項に規定する空家等 

本計画の対象とする空家等の種類は、空家法第 2 条第 1 項に規定する「空家等」とします。
共同住宅や⻑屋についても、⼀棟すべてが空室となった場合は対象とし、店舗、倉庫、⾨・
塀、看板も含まれます。 

基づく

基づく  

岬町空き家及び空き地の適正管
理及び有効活⽤に関する条例

連携 
根拠
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なお、空家化の予防についての取り組みは、居住・使⽤中の建築物であっても対象とする
こととします。 

 
 

 

 

 

 

 

 

６．空家等の調査に関する事項 
（１）空家等の実態調査 

平成28年度に実施した空家等実態調査の結果を踏まえ整備したデータベースを空家等
対策の推進に活⽤します。また、引き続き空家等の動向やその実態把握に努め、固定資産
税の滅失登記と連携するなど、空家等に関する情報の更新に努めます。 

 
（２）空家等の所有者等の調査 

空家等の所有者等が不明の場合には、必要に応じて不動産登記簿情報、住⺠票情報、⼾
籍情報、固定資産税情報等により、所有者等の特定を⾏い、所有者等の意向確認や、適切
な管理を促すための処置を⾏います。 

 
（３）⽴ち⼊り調査（詳細調査） 

空家法では、必要な限度において、空家等への⽴ち⼊り調査（詳細調査）ができるもの
とされており、特定空家等に対する措置の実施においては、必要に応じて空家等への⽴ち
⼊り調査を⾏います。 
 

■⽤語の定義■ 
・空家等（空家法第 2 条 1 項） 

建築物⼜はこれに附属する⼯作物であって居住その他の使⽤がなされていない
ことが常態であるもの及びその敷地（⽴⽊その他の⼟地に定着する物を含む。）を
いう。ただし、国⼜は地⽅公共団体が所有し、⼜は管理するものを除く。 
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第２章 現状と課題 
１．統計調査等による空家等の状況 

（１） 岬町の⼈⼝ 
１）⼈⼝・世帯数の推移 

本町の総⼈⼝は、昭和 55 年（1980 年）の 22,864 ⼈から年々減少し、平成 27 年（2015
年）には、15,938 ⼈と約 7,000 ⼈の減少となっています。また、世帯数は、平成 12 年
（2000 年）をピークに減少傾向にあります。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：各年国勢調査 
 

 

また、国勢調査から本町の年齢 3 区分別⼈⼝を⾒ると、年少⼈⼝と⽣産年齢⼈⼝が年々
減少する⼀⽅で、⽼年⼈⼝は増加しています。⾼齢化率も年々上昇し、平成 27 年（2015
年）には 36.3％となっており、少⼦⾼齢化が進⾏していることが分かります。 

 

表：⼈⼝・世帯数 
  S55 S60 H2 H7 H12 H17 H22 H27 

総⼈⼝ 22,864 22,326  21,560 20,812 19,789 18,504  17,504  15,938 

年
齢
３
区
分
別
⼈
⼝

年少⼈⼝ 
（0〜14 歳） 

5,257 
(23.0%) 

4,565 
(20.4%) 

3,587
(16.6%)

2,977
(14.3%)

2,516
(12.7%)

2,161 
(11.7%) 

1,925 
(11.0%) 

1,567
(9.8%)

⽣産年齢⼈⼝ 
（15〜64 歳） 

14,995 
(65.6) 

14,946 
(66.9%) 

14,730
(68.3%)

14,112
(67.8%)

12,939
(65.4%)

11,535 
(62.3%) 

10,150 
(58.0%) 

8,553
(53.7%)

⽼年⼈⼝ 
（65 歳以上） 

2,612 
(11.4%) 

2,815 
(12.6%) 

3,243
(15.0%)

3,723
(17.9%)

4,252
(21.5%)

4,805 
(26.0%) 

5,341 
(30.5%) 

5,787
(36.3%)

世帯数 6,560 6,628  6,622 6,749 6,917 6,743  6,659  6,407 

（ ）内は総⼈⼝に対する年齢 3 区分別⼈⼝の割合。なお、総⼈⼝には年齢不詳を含む。 

出典：各年国勢調査  

6,560 6,628 6,622 6,749 6,917
6,743 6,659 6,407

22,864 22,326
21,560 20,812

19,789
18,504

17,504
15,938

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

55年 S60年 H2年 H7年 H12年 H17年 H22年 H27年

年少人口 生産年齢人口 老年人口 世帯数 総人口

(世帯)(⼈)

図：⼈⼝・世帯数の推移
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２）地区別⼈⼝ 
地区別⼈⼝の増減について、昭和 55 年（1980 年）を 1.0 として⽐較すると、平成 2

年（1990 年）までは淡輪地区が増加していましたが、近年では、いずれの地区も減少傾
向にあります。昭和 55 年（1980 年）と平成 27 年（2015 年）の⼈⼝を⽐較すると深⽇
地区、多奈川地区及び孝⼦地区では半分程度の減少となっていますが、淡輪地区では減少
率は低く、約 1 割程度の減少となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 地区名 昭和 55 年 昭和 60 年 平成 2 年 平成 7 年 平成 12 年 平成 17 年 平成 22 年 平成 27 年

淡輪 9,261 9,810 10,164 9,566 9,676 9,609 9,565 9,097
深⽇ 8,018 7,426 6,913 6,435 5,656 5,050 4,507 3,839
多奈川 5,153 4,808 4,401 4,207 3,919 3,380 3,039 2,682
孝⼦ 711 679 632 604 538 465 393 320

計 23,143 22,723 22,110 20,812 19,789 18,504 17,504 15,938
※望海坂地区は淡輪地区に含めている。 
※昭和 55 年、昭和 60 年、平成 2 年の国勢調査では、地区別⼈⼝は把握されていないため、住⺠基本台帳 9 ⽉末⼈⼝を使⽤し
ている。 

 

 

平成 27 年（2015 年）の地区別の年齢階層別構成⽐を⾒ると、孝⼦地区及び多奈川地区
の⾼齢化率がいずれも 40％を超えていることから、町内でも⾼齢化が進⾏している地区
であると考えられます。 
 

 

 

 

 

 

 

 

出典：昭和 55 年〜平成 2 年：住⺠基本台帳 
平成 7 年以降：国勢調査

図：地区別の年齢階層別構成⽐

出典：平成 27 年国勢調査

図：地区別⼈⼝の推移 

出典：昭和 55 年〜平成 2 年：住⺠基本台帳 
平成 7 年以降：国勢調査

表：地区別⼈⼝の推移
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0.86

0.80

0.71
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0.93 0.85 0.82
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0.95

0.89
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0.55
0.45

0.40

0.50

0.60
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1.00

1.10

1.20

昭和55年 昭和60年 平成2年 平成7年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年

淡輪 深⽇ 多奈川 孝⼦

1059

295

189

24

5,055

2,108

1,256

134

2,974

1,421

1,230
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0% 20% 40% 60% 80% 100%
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多奈川

孝⼦

15歳未満 15〜64歳 65歳以上
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３）⼈⼝の将来展望 
「岬町⼈⼝ビジョン」では、本町の⼈⼝の現状を分析するとともに、将来展望を⽰して

います。 
本町の独⾃推計によれば、⼈⼝ビジョンの⽬標年である平成52年（2040年）の⼈⼝は、

10,614 ⼈となることが⾒込まれています。これは本町が⼈⼝ピークを迎えた昭和 55 年
（1980 年）の 22,864 ⼈に対して、約 46％まで減少することになります。 

このような状況の中、本町では、雇⽤対策や⼦育て⽀援など各種施策に取り組み、若い
世代が定着する活⼒ある岬町の実現をめざすとともに、都市居住者のＩターンなどを促進
することで、平成 52 年（2040 年）には町独⾃推計に対して約 1,900 ⼈増の 12,523 ⼈
をめざすこととしています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 出典：岬町⼈⼝ビジョン 

図：将来展望⼈⼝ 
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（２）各地区の状況 
本町は昭和30年に深⽇町、多奈川町、淡輪村、孝⼦村が合併し岬町として発⾜しました。

本町はこの4つの地区で構成されており、各地区の概要は次のとおりです。 
 

①淡輪地区 
 

 

 

 

 

 

 

 

②深⽇地区 
 

 

 

 

 

 

③多奈川地区 
 

 

 

 

 

 
 

④孝⼦地区 
 

 

 

 

 

 

 

 

みさき公園やせんなん⾥海公園などの各種レクリエーション施設が集積している地
区です。海浜部には古くから形成された既成市街地が、また丘陵部では宅地開発によ
る良好な住環境を有する住宅地が広がっています。 

⼈⼝は 4 つの地区の中で最も多く、全⼈⼝の半分以上を占めています。 
地区内には町内 6 つの駅のうち、最も乗降客が多いみさき公園駅があります。また

古墳や社寺などの歴史的資源も数多くあり、歴史的な地域景観を形成しています。 

かつて淡路島や四国とフェリーで結ばれていた深⽇港を中⼼に発展してきた地区で
すが、航路が廃⽌され、往時の賑わいが失われています。 

地区内には、町役場や町内唯⼀の中学校である岬中学校のほか、深⽇港周辺には⼯
場が⽴地しています。 

臨海部には古くからの既成市街地が広がるとともに、関⻄電⼒多奈川発電所が⽴地
する⼯業地が整備されています。また、⼭間部に形成された集落には、古⺠家も点在
しています。 

関空⼆期事業の⼟砂採取跡地には、太陽光発電施設や⼯場のほか、多⽬的広場が整
備されており、また⼟砂搬出桟橋は、海釣り公園や道の駅として利⽤されています。 

⼭間部に位置し、⾕間地に集落が点在しています。 
⼈⼝は４地区の中で最も少なく、また⾼齢化の進⾏も顕著となっています。 
また当地区は都市計画区域に指定されていないため、都市計画法に係る都市的⼟地

利⽤などの法的規制を受けない地区となっています。 
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（３） 住宅・⼟地統計調査 
１）空家率の推移 

平成 25 年（2013 年）住宅・⼟地統計調査によると、本町の住宅総数は 8,390 ⼾で、
そのうち、空家数（その他の住宅）は 1,170 ⼾（13.9％）となっています。空家数（その
他の住宅）及び空家率（住宅総数に対する空家数（その他の住宅））は、前回調査（平成
20 年）と⽐べ 190 ⼾、2 ポイント、増加しています。さらに、前々回調査（平成 15 年）
と⽐べ 7.3 ポイント増加しており、⼤阪府、全国と⽐較しても⾼く、増加傾向にあること
が分かります。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表：空家率（その他の住宅）の推移 

  

  

岬町 ⼤阪府 全国 

住宅総数

（件） 

その他の住

宅（件） 
空家率（％）

住宅総数

（件） 

その他の住

宅（件） 
空家率（％） 住宅総数（件） 

その他の住

宅（件） 

空家率

（％）

平成 15 年 8,450 560 6.6 4,130,800 129,400 3.1 53,890,900 2,117,600 3.9

平成 20 年 8,260 980 11.9 4,346,000 176,700 4.1 57,586,000 2,681,100 4.7

平成 25 年 8,390 1,170 13.9 4,586,000 214,400 4.7 60,628,600 3,183,600 5.3

出典：住宅・⼟地統計調査（総務省統計局） 
 

本町での居住の有無別での住宅の状況は次のとおりとなっています。居住していない住
宅のうち、特に「その他の住宅」の構成⽐が⾼くなっています。 
 

表：岬町での居住の有無別の住宅数 
項⽬ 細⽬ 住宅数（件） 構成⽐(%) 

居住している 居住している住宅 6,790 80.9 

居住していない 

その他の住宅 1,170 13.9 
賃貸⽤の住宅 270 3.2 
⼆次的住宅 130 1.5 
売却⽤の住宅 20 0.2 
⼀時現在者のみ 10 0.1 
建築中 0 0.0 
居住していない住宅計 1,600 19.1 
住宅以外で⼈が居住する建物総数 0 0.0 

住宅総数 総数 8,390 100.0 

出典：平成 25 年住宅・⼟地統計調査（総務省統計局） 

図：岬町の空家率の推移

3.1
4.1 4.7

3.9
4.7 5.3

6.6

11.9

13.9

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

12.0

14.0

16.0

平成15年 平成20年 平成25年
⼤阪府 全国 岬町

（％）

出典：住宅・⼟地統計調査（総務省統計局）



  

9 

 

 

 

 

 

 

 

■住宅・⼟地統計調査 
 住宅・⼟地統計調査は、住宅とそこに居住する世帯の居住状況、世帯の保有する⼟地等の
現状と推移を明らかにするために、総務省が 5 年ごとに実施しています。この結果は抽出調
査を統計的に処理して算出しており、実際の値とは異なります。 
■住宅・⼟地統計調査における空家の種類 
・⼆次的住宅 ：週末や休暇の際に保養等を⽬的として使われる別荘など普段は住んでいな

い住宅 
・賃貸⽤の住宅：賃貸のために空家となっている住宅 
・売却⽤の住宅：売却することを⽬的とした住宅 
・その他の住宅：上記のいずれにも該当しない住宅 

住宅・⼟地統計調査による「空家率の推移」には、本計画の対象である、「その他の住宅」
について整理しています。 
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２．平成 28 年度空家等実態調査結果 
本町では、平成 28 年度に空家等実態調査を実施しました。 

２－１外観調査 
（１）調査⽬的 

本調査は、町内全域の空家等に対して現地調査を⾏い、空家等の利活⽤及び適正管理を
図ることにより、岬町まち・ひと・しごと創⽣総合戦略でめざす移住促進、賑わいの創出
につなげるための基礎資料とするため、庁内で情報共有できる空家等のデータベースを作
成することを⽬的として実施しました。 

  
（２）調査概要 
・調査対象地区：岬町内全域 
・調 査 期 間：平成 28 年 12 ⽉ 2 ⽇〜平成 29 年 1 ⽉ 10 ⽇ 

  ・調査対象建物：住宅・店舗等のすべての建築物（空家法の対象外となる集合住宅は調査対
象より除外したが、1 棟すべてが空室である場合は調査対象とした。） 

  
（３）調査⽅法  

  ・調査対象：⽔道が閉栓されている建築物⼜は使⽤量が極端に少ない家屋（直近 1 年間での 
⽔道使⽤量が 2 ㎥以下）を対象 

  ・調査⽅法：空家調査票の調査項⽬に従い、公道上から外観調査を実施 
  ・調査項⽬：空家実態調査マニュアルに基づき、次ページの調査項⽬について調査を実施 
  ・空家等の判定：外観調査結果の損傷度を踏まえ、空家等の判定を⾏った。 
        

判定基準は以下のとおり。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

・Ａ判定…⼩規模の修繕により再利⽤が可能（修繕がほとんど必要ない。） 
・Ｂ判定…管理が⾏き届いておらず損傷も⾒られるが、当⾯の危険性はない（多少の改修

⼯事により再利⽤が可能。） 
・Ｃ判定…今すぐに倒壊や建築材の⾶散等の危険性はないが、管理が⾏き届いておらず、

損傷が激しい（⽼朽化が著しい。） 
・Ｄ判定…倒壊や建築材の⾶散など危険が切迫しており、緊急度が極めて⾼い（解体が必

要と思われる。） 
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（４）調査結果  
①地区別の空家率及び判定結果 

調査の結果、「空家等」と判定した建築物は 1,192 ⼾、空家率は 8.12％となりました。
地区別に⾒ると、深⽇地区、多奈川地区及び淡輪地区の空家率が 8％を超えて⾼くなる⼀
⽅、孝⼦地区、望海坂地区では低くなっています。望海坂地区は近年宅地開発されたこと
から、空家等数が少なくなっているものと考えられます。 

また、判定基準別で⾒ると、当⾯の危険性がないとされるＢ判定の空家等が⼤半を占め
る⼀⽅、損傷が激しいＣ判定の空家等も相当数存在しており、⾼齢化の進展など本町の現
状を踏まえると、今後維持管理が困難となる空家等や⽼朽化が進展する空家等の増加が懸
念されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図：地区別の空家率          図：判定基準別の空家等の割合 

 

表：地区別の空家率及び判定基準別の空家等数 

地区名 
空家率 判定基準（上段：件、下段：％） 

建物総数
（件）

空家等 
（件） 

空家率
(%) Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 計 

淡輪地区 5,995 487 8.12 118
(24.5)

266
(55.2)

95 
(19.7) 

3 
(0.6) 

482
(100.0)

深⽇地区 3,910 349 8.93 55
(15.9)

181
(52.5)

106 
(30.7) 

3 
(0.9) 

345
（100.0)

孝⼦地区 620 28 4.52 0
(0.0)

18
(69.2)

8 
(30.8) 

0 
(0.0) 

26
(100.0)

多奈川地区 3,665 307 8.38 53
(17.4)

141
(46.2)

103 
(33.8) 

8 
(2.6) 

305
(100.0)

望海坂地区 491 21 4.28 1
(4.8)

17
(81.0)

3 
(14.3) 

0 
(0.0) 

21
(100.0)

計 14,681  1,192 8.12 227
(19.3)

623
(52.8)

315 
(26.7) 

14 
(1.2) 

1,179
(100.0)

※空家等には不明分も含まれる。 
※住宅総数は 2016 年住宅地図での棟数を利⽤した。これには、集合住宅、公共施設も含まれる。 
※⽼朽化を確認できなかった空家等があるため、空家等数と判定基準の合計値は⼀致しない。

24.5
15.9

0.0

17.4
4.8

55.2

52.5

69.2
46.2

81.0

19.7
30.7 30.8

33.8

14.3

0.6 0.9 0.0 2.6
0.0

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0

90.0

100.0

淡輪地区 深⽇地区 孝⼦地区 多奈川地区 その他地区

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

判定基準
（％）

8.12
8.93

4.52

8.38

4.28

0.00

1.00

2.00

3.00

4.00

5.00

6.00

7.00

8.00

9.00

10.00

淡輪地区 深⽇地区 孝⼦地区 多奈川地区 望海坂地区

空家率
(%)
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②空家等の分布 
建築物は市街化区域内に集中していることから、空家等も市街化区域内に集中して分布

していますが、孝⼦地区など⼭間地の集落も含め、空家等は町域全域にわたり分布してい
ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※建築物には集合住宅、公共建築物も含まれる。 
 

図：地区別の空家等の分布 
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２－２所有者等意向調査 
外観調査の結果、「空家等」と判定された建築物（1,192 件）の所有者等のうち、所有者等

が判明した 820 件に対し、所有意向に関するアンケート調査を郵送により実施しました。 
 

・調 査 期 間：平成 29 年１⽉ 28 ⽇〜平成 29 年 3 ⽉ 10 ⽇ 
・アンケート回収率：65.2％（配布数 820 件/返答数 535 件） 

 

（１）回答結果 
①所有者等の年齢 

所有者等の年齢は、60 歳代以上が⼤半を占め、所有者等の⾼齢化が⽬⽴っています。 
 

項 ⽬ 回答数 割合（％）

10 歳代以下 0 0.0%

20 歳代 0 0.0%

30 歳代 20 3.7%

40 歳代 31 5.8%

50 歳代 76 14.2%

60 歳代 150 28.0%

70 歳代 134 25.0%

80 歳代 70 13.1%

90 歳代以上 22 4.1%

未回答 32 6.0%

合計 535 100.0%
 

②建物の利⽤状況について 
「使⽤していない」との回答が最も多く、次いで「物置として使⽤している」、「別宅や

別荘として週末や特定の季節などだけ使⽤している」の順となっており、⽇常的にはほと
んど利⽤されていない状況にあると⾔えます。 

 
 

項  ⽬ 

回答
数 割合（％）

使⽤していない 116 21.7%

物置として使⽤している 100 18.7%
別宅や別荘として週末や
特定の季節などだけ 
使⽤している 

87 16.3%

家族または親族等が常時
居住している 
（空家等ではない）

60 11.2%

売却⽤である 47 8.8%
賃貸⽤であるが、現在は
居住者がいない 21 3.9%

その他 61 11.4%
未回答 43 8.0%

合計 535 100.0%

0.0%

0.0%

3.7%

5.8%

14.2%

28.0%

25.0%

13.1%

4.1%

6.0%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0%

10歳代以下

20歳代

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

70歳代

80歳代

90歳代以上

未回答

構成比
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③空家等の建設時期 
空家等となった建物の建築時期については、「昭和 60 年以前」に建設されたものが最も

多く、昭和 56 年以前の旧耐震基準による建築物が多いと推察されます。 
 

項 ⽬ 回答数 割合
（％）

明治 8 1.7%
⼤正 5 1.1%
昭和 60 年以前 268 56.4%
昭和 60 年以降 57 12.0%
不明 55 11.6%
未回答 82 17.3%

合計 475 100.0%
 

④空家等となった時期 
空家等となった時期については、「平成」との回答が 70％以上を占め、⾼い割合を占め

ており、近年空家等が増加していることがうかがえます。 
 

項 ⽬ 回答数 割合（％）
明治 0 0.0%
⼤正 1 0.2%
昭和 25 5.3%
平成 344 72.4%
不明 13 2.7%
未回答 92 19.4%

合 計 475 100.0%
 

⑤空家等となったきっかけについて 
空家等となったきっかけについては、「居住者が死亡したため」との回答が最も多くな

っています。 
 

項 ⽬ 回答数 割合（％）
居住者が死亡したため 140 29.5%
ほかの場所に住宅を新築また
は購⼊し転居したため 63 13.3%

居住者が病院や福祉施設へ⼊
院・⼊所したため 50 10.5%

相続などで取得したが、居住者
がいないため 45 9.5%

転勤などで⻑期不在のため 16 3.4%
その他 85 17.9%
未回答 76 16.0%

合 計 475 100.0%
 

 

29.5%

13.3%

10.5%

9.5%

3.4%

17.9%

16.0%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0%

居住者が死亡したため

ほかの場所に住宅を新築または購入し転居したため

居住者が病院や福祉施設へ入院・入所したため

相続などで取得したが、居住者がいないため

転勤などで長期不在のため

その他

未回答

構成比

※③以降の設問は、②で「空家ではない」と回答された⽅以外の回答としています。 

1.7%

1.1%

56.4%

12.0%

11.6%

17.3%

明治

大正

昭和60年以前

昭和60年以降

不明

未回答

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

構成比

0.0%

0.2%

5.3%

72.4%

2.7%

19.4%

明治

大正

昭和

平成

不明

未回答

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

構成比
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⑥空家等を所有することで困っていること 
「⽕事や空巣など防犯⾯が⼼配」、「管理費や修繕費がかかる」の 2 項⽬で全体の 60％

以上を占める⼀⽅、「困っていることはない」との回答も⼀定数⾒受けられます。 
 

項 ⽬ 回答数 割合（％）
⽕事や空巣など防犯⾯が
⼼配 189 39.8%

管理費や修繕費がかかる 107 22.5%
困っていることはない 91 19.2%
荷物の処分 90 18.9%
売却・賃貸したいが相談
先が分からない 63 13.3%

除却による固定資産税の
上昇 46 9.7%

売却・賃貸したいが条件
が折り合わない 36 7.6%

除却したいが費⽤が捻出
できない 35 7.4%

郵便物などの管理 34 7.2%
近所からの苦情 22 4.6%
その他 41 8.6%
未回答 75 15.8%

合 計 829 -
 

 

⑦空家等の維持管理について 
維持管理の頻度については、「⽉に 1〜数回程度」、次いで「年に１〜数回程度」の順と

なっています。これらの割合は、「ほとんどしていない」または「全くしていない」との
回答の割合を⼤きく上回っており、定期的に維持管理が⾏われていることが推察されます。 

また、維持管理を⾏う者については、「所有者もしくは家族」が⾏う場合が最も多く、
70％近くと⾼い割合を占めています。 
 

項 ⽬ 回答数 割合（％）
週に 1〜数回程度 85 17.9%
⽉に 1〜数回程度 145 30.5%
年に 1〜数回程度 125 26.3%
ほとんどしていない 32 6.7%
全くしていない 15 3.2%
未回答 73 15.4%

合 計 475 100.0%
 

項 ⽬ 回答数 割合（％）
所有者もしくは家族 323 68.0%
親族 51 10.7%
近所の⼈または知⼈ 9 1.9%
管理会社や不動産業者
への委託 

6 1.3%

その他 8 1.7%
未回答 85 17.9%

合 計 482 

39.8%

22.5%

19.2%

18.9%

13.3%

9.7%

7.6%

7.4%

7.2%

4.6%

8.6%

15.8%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

火事や空巣など防犯面が心配

管理費や修繕費がかかる

困っていることはない

荷物の処分

売却・賃貸したいが相談先が分からない

除却による固定資産税の上昇

売却・賃貸したいが条件が折り合わない

除却したいが費用が捻出できない

郵便物などの管理

近所からの苦情

その他

未回答

構成比

※複数回答のため割合の合計は 100％を超える。 
分⺟＝475 

※複数回答のため割合の合計は 100％を超える。 
分⺟＝475 

17.9%

30.5%

26.3%

6.7%

3.2%

15.4%

週に1～数回程度

月に1～数回程度

年に1～数回程度

ほとんどしていない

全くしていない

未回答

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0%

構成比

68.0%

10.7%

1.9%

1.3%

1.7%

17.9%

所有者もしくは家族

親族

近所の人または知人

管理会社や不動産業者への委託

その他

未回答

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

構成比



  

17 

⑧空家等の維持管理で困っていること 
空家等の維持管理で困っていることについては、「建物の⽼朽化」が 44％と半数近くを

占めています。次いで「定期的な建物の維持管理の⼿間」、「⾃宅から空家等までの距離が
遠い」の順となっており、所有者等にとって維持管理の負担が⼤きいことが推察されます。 
 

項 ⽬ 回答
数 

割合
（％）

建物の⽼朽化 209 44.0%
定期的な建物の維持管
理の⼿間 141 29.7%

⾃宅から空き家等まで
の距離が遠い 129 27.2%

管理するには体⼒的に
厳しいものがある 43 9.1%

どこに管理を頼んでよ
いかわからない 19 4.0%

管理を委託するための
費⽤が⾼い 16 3.4%

その他 49 10.3%
未回答 109 22.9%

合 計 715 
 

 

⑨将来の活⽤⽅法について 
将来の空家等の活⽤⽅法については、「売却したい」が最も多く、次いで「活⽤の予定

はない」、「将来家族や親族などが居住するつもり」、「これまでどおり所有し、将来は家族
へ相続したい」の順となっています。 

 

項 ⽬ 回答
数 

割合
（％）

売却したい 130 27.4%
活⽤の予定はない 72 15.2%
将来⾃分や家族または親
族が居住するつもり 68 14.3%

これまでどおり所有し将
来は家族へ相続したい 64 13.5%

賃貸したい 43 9.1%
別宅や別荘として週末や
特定の季節などだけ利⽤
したい 

33 6.9%

地域やNPOなどに有効活
⽤してもらいたい 15 3.2%

その他 36 7.6%
未回答 55 11.6%

合 計 516 -
 

 

 

27.4%

15.2%

14.3%

13.5%

9.1%

6.9%

3.2%

7.6%

11.6%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0%

売却したい

活用の予定はない

将来自分や家族または親族が居住するつもり

これまでどおり所有し将来は家族へ相続したい

賃貸したい

別宅や別荘として週末や特定の季節などだけ…

地域やNPOなどに有効活用してもらいたい

その他

未回答

構成比

44.0%

29.7%

27.2%

9.1%

4.0%

3.4%

10.3%

22.9%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

建物の老朽化

定期的な建物の維持管理の手間

自宅から空き家等までの距離が遠い

管理するには体力的に厳しいものがある

どこに管理を頼んでよいかわからない

管理を委託するための費用が高い

その他

未回答

構成比

※複数回答のため割合の合計は 100％を超える。 
分⺟＝475 

※複数回答のため割合の合計は 100％を超える。 
分⺟＝475 
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⑩岬町の空家バンクの利⽤意向について 
「利⽤しない」が 50％以上を占める⼀⽅、「利⽤したいので資料を送って欲しい」も

20％程度⾒受けられることから、空家バンクに対する啓発とともに、制度の充実が望まれ
ます。 
 

項 ⽬ 回答
数 

割合
（％）

利⽤しない 257 54.1%
利⽤したいので資料を
送って欲しい 109 22.9%

利⽤したいが資料はい
らない 23 4.8%

未回答 87 18.3%
合 計 476 -

 

 

54.1%

22.9%

4.8%

18.3%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

利用しない

利用したいので資料を送って欲しい

利用したいが資料はいらない

未回答

構成比

※複数回答のため割合の合計は 100％を超える。 
分⺟＝475 
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⑪⾃由回答 

所有者等への意向調査の⾃由回答の意⾒内容から主な課題を抽出すると、以下のとおり
となります。 
1.維持管理について 
・雑草の清掃や樹⽊の伐採に困っている。
・仏壇を置いており、処分が難しい。
・道路が狭く、⾞が進⼊できない。
・空巣などの⼼配があり、パトロールを強化してほしい。
・家財を処分しているが処理が容易になるようにしてほしい。

 
２. 賃貸・売却について 
・売却したいが、仲介者との意思疎通に問題がある。
・価格が低く、住みたい⼈もいない。
・賃貸したいが⽅法が分からない。
・⾏政に買い上げてほしい。 

 
３.要望する⽀援策・制度について
①補助制度等 
・解体費⽤が⾼く、補助がほしい。
・解体費⽤がわからず不安である。
・リフォームや⽔洗化の補助がほしい。
②相談体制 
・相談窓⼝をつくってほしい。
・信頼できる管理会社を紹介してほしい。

 
４.その他 
・空家だけでなく空地の対策も⾏ってほしい。
・除却の業者を町が選定し、費⽤負担を図る。
・町営住宅や官舎として借り上げる。
・宿泊施設として活⽤する。 
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３．課題のまとめ 
⼈⼝動態や空家等の現状を踏まえ、本町の空家等対策における課題を整理すると、次のと

おりとなります。 
（１）統計調査等より 
 ①⼈⼝減少、少⼦⾼齢化が進⾏している。 
 ②地区別⼈⼝で⾒ると、淡輪地区以外の地区の⼈⼝減少の度合いが⼤きい。 
 ③空家率（その他の住宅）は全国、⼤阪府と⽐べて⾼く、増加傾向にある。 
 
（２）外観調査より 
 ④町全体の空家率は 8.12％であり、深⽇地区、多奈川地区及び淡輪地区では 8％を超える。 
 ⑤当⾯の危険はないＢ判定の空家等が⼤半を占めるが、損傷が激しいＣ判定の空家等も相

当数存在する。 
 ⑥空家等の分布は市街化区域に集中しているが、⼀部の⼭間部にも分布する。 
 
（３）意識調査より 
 ⑦所有者等の年齢は 60 歳以上が⼤半を占め、⾼齢化が⽬⽴っている。 
 ⑧定期的な管理は⾏われている。 
 ⑨今後は売却したい意向を持つ所有者等が多い。また、賃貸を希望する所有者等からは⽅

法がわからないとの意⾒も挙がっている。 
 ⑩建物の⽼朽化、維持管理の⼿間に苦労している。 
 ⑪空家バンクの利⽤を望む意⾒は現状では少ないが、資料の送付を望む希望者は⼀定数⾒

受けられる。 
 

以上の事項をまとめると、本町での空家等対策の課題として次の点が考えられます。 

課題① 更なる空家等の増加 
 

 

 

 

 

 

 
課題② 空家等の維持管理 

 
 
 
 
 

 

 

〇住宅・⼟地統計調査によると、本町の空家率は全国や⼤阪府を上回る値となってい
ます。また、所有者等意向調査によると、空家等所有者の年齢層は 60 歳以上が⼤
半を占めています。 
このことから、本町全体の⾼齢化の進⾏を踏まえると、更なる空家等の増加への対
応が今後の課題の⼀つとして考えられます。 

〇所有者等意向調査によると、空家等の維持管理については「⽉に 1〜数回程度」、「所
有者または家族」によって⾏われている事例が多く⾒受けられます。 

〇維持管理の課題として「建物の⽼朽化」や「維持管理の⼿間」を挙げる意⾒も多く
所有者等の⾼齢化を踏まえると、今後さらに維持管理が負担となることが懸念され
ます。 

 このことから、空家等の適正な維持管理のあり⽅が今後の課題の⼀つと考えられま
す。 
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課題③ 空家等の活⽤ 
 

 

 

  

 

 

 

課題④ 管理不全な空家等の増加 
 

 

 

 

 

〇所有者等意向調査によると、空家等の活⽤について「売却」や「賃貸」の意向が多
くなっていますが、⾃由回答には「賃貸する⽅法が分からない」、「安⼼できる仲
介業者を紹介してほしい」といった意⾒も寄せられています。 
このことから、空家等の活⽤に向けた体制整備を図ることが今後の課題の⼀つと考
えられます。 

〇空家等の増加とともに、管理不全な空家等の増加も懸念されます。空家等実態調
査結果によれば、当⾯の危険はないＢ判定の空家等が半数以上を占めていますが、
所有者等の⾼齢化や所有者等意向調査での「建物の⽼朽化」を懸念する意⾒を踏ま
えると、今後、管理不全となる空家等の増加も懸念されます。 
このことから、管理不全な空家等に対する適正な対応を図ることが今後の課題の⼀
つと考えられます。 
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第３章 空家等対策の基本⽬標及び⽅針 
１．基本⽬標 

空家等についての課題を踏まえ、岬町空家等対策計画を策定するにあたって以下の基本⽬
標を設定します。 

 
 

 

 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

総合的な空家等の対策による
安⼼して住み続けられる住環境づくり

 空家等の問題を解決するためには、住⺠、地域、関係団体等が互いに連携し、多
様な課題に取り組む必要があります。 
 環境、建築、法律、コミュニティなど総合的な観点からの取り組みを推進し、だ
れもが安⼼して住み続けられる住環境づくりを進めていきます。 



  

23 

２．基本⽅針 
空家等についての基本的な⽬標を踏まえ、岬町空家等対策計画を策定するにあたって以下

の 4 つの⽅針に基づき対策を実施します。 
 

基本⽅針① 空家等の発⽣予防と適正管理
⼈⼝減少や少⼦⾼齢化の進⾏によって今後さらに空家等が増加することが⾒込まれるため、現

在、居住⼜は使⽤している建物も対象とした新たな空家等の発⽣予防に向けた取り組みを進めて
いきます。 

また、空家等所有者等の⾼齢化が進⾏し、空家等の維持・管理が負担となっている現状を踏ま
え、空家等所有者等に対するセミナー等の開催を通じ、空家等の適正管理に対する意識の向上や
理解の促進に努めるとともに、空家等所有者等の維持・管理の負担軽減につながる施策の検討を
進めていきます。 
 

基本⽅針② 空家等の活⽤の促進
⼈⼝減少が続く本町への移住・定住の促進や地域活性化を図るため、町内の活⽤可能な空家等

を地域資源として捉え、空家等の利活⽤に取り組みます。空家等所有者等の意向を踏まえながら
活⽤可能な空家等の情報の把握に努めるとともに、空家等所有者等に対する情報提供や相談体制
の整備を進めていきます。 
 

基本⽅針③ 管理不全な空家等の解消
適正な管理が⾏われていない空家等については、関係法令に基づく実効性のある改善指導等を

⾏うことや、空家等の除却にかかる経費の⼀部を⽀援することにより、管理不全な空家等の解消
を推進します。 
 

基本⽅針④ 空家等対策を継続する体制づくり
空家等対策計画を策定した後も、持続的な空家等の発⽣予防や対策を⾏うために、⾏政や地域、

関係団体が連携した空家等対策計画を実⾏する体制づくりを⾏います。 
 

空家等の発⽣予防と 
適正管理

管理不全な空家等 
の解消 

 
図 空家等対策の基本的な⽅針

空家等の活⽤の 
促進 

空家等対策を継続する 
体制づくり
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第４章 空家等対策の取り組み⽅針 
4 つの基本⽅針を実現するために、以下の取り組みを推進します。 
 

１．空家等の発⽣予防と適正管理（基本⽅針①） 
空家等の管理については所有者等により⾏うことが原則になっています。空家等の適切な

管理に向けた情報提供や意識啓発を図るとともに、地域や所有者等からの空家等に対する相
談体制の整備、負担軽減につながる施策の実施に努めることで、空家等の発⽣予防と適正管
理をめざします。 

 
（１）相談会、セミナーの開催 
  空家等に関する課題は、多岐にわたり、建築や不動産、法律等の専⾨的な知識が必要

となることから、⼤阪の住まい活性化フォーラムをはじめとする関係団体と連携し、空
家等の適正管理や相続、売買や賃貸などの利活⽤に関する相談会やセミナーを開催し、
相談体制の充実に努めます。 

 
（２）町広報誌や町ホームページでの情報発信 
  空家等所有者等や住⺠に対し、空家等がもたらす⽣活環境への影響や諸問題、空家等

の適正管理についての理解の促進を図るため、町広報誌、町ホームページ、チラシ等に
より周知を図ります。 

 
（３）啓発⽂書の送付 

空家等の適正管理や相続、空家等の発⽣を抑制するための税制上の措置等についての
意識啓発、空家バンク制度の周知を図るため、庁内関係部署と連携し、固定資産税の納
付書発送時に関係書類を同封することにより空家等所有者等の意識啓発を図ります。 

 
（４）空家等の適正管理の⽀援 
  空家等の管理が負担となりやすい遠⽅に居住している所有者等や⾼齢の所有者等が町

内の空家等を適正管理できるよう、岬町シルバー⼈材センター等と連携し、空家等の適
正管理に向けた⽀援制度の構築に努めます。 

 
（５）⼤阪府住宅リフォームマイスター制度の活⽤ 

この制度は、安⼼して住宅リフォームが⾏われるよう⼤阪府が指定した⾮営利団体「マ
イスター登録団体」が、⼀定の基準を満たした設計・施⼯事業者である「マイスター事
業者」に関する情報を提供するものです。この制度の普及啓発を⾏い、管理不全となる
空家等の発⽣抑制に努めます。 

 
 
 
 
 
 
 

図 住宅マイスター制度の利⽤⽅法
出典：⼤阪府 HP 
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２．空家等の活⽤の促進（基本⽅針②） 
本町は、⼤阪府内唯⼀の⾃然海岸を有するなど⾃然環境に恵まれた地域でありながら、⼤

阪都⼼部まで約 1 時間、関⻄国際空港から 30 分圏内に位置し、移住や⼆地域居住に適した
地域となっています。そこで、活⽤可能な町内の空家等を地域資源として捉え、有効活⽤す
るため、空家バンク制度や相談体制の充実に努めるとともに、⼤阪府が取り組む「⼤阪版・
空家バンク」との連携を図ることで情報発信を強化し、移住・定住の促進に努めます。併せ
て、空家等を活⽤した創業⽀援にも努めます。このような空家等の活⽤の促進に当たっては、
建築や不動産などの専⾨的知⾒が必要となることから関係団体との連携強化にも努めます。 

 
（１）空家バンク制度の充実（⼤阪版・空家バンクとの連携） 

空家等所有者等の中には「空家等を適正に管理しているが利活⽤の⽅策がわからない」、
「そもそも空家等の利活⽤ができると思っていない」、「地域の活性化のために空家等を利
活⽤してもらいたいと思うが、誰に貸すことになるのかが不安」などの理由から⺠間市場に
流通していない空家等も多く⾒受けられます。空家等の所有者等と利⽤希望者のマッチング
を⾏う空家バンク制度は、このような空家等の利活⽤の有効な⼿法の⼀つであると考えられ
るため、制度の充実に努めます。また、本町の空家バンク登録情報を幅広く発信するととも
に、空家等の活⽤提案や空家等所有者等の相談に対応できるよう「⼤阪版・空家バンク」と
の連携を強化することにより、本町への移住・定住の促進を図ります。 

 
（２）リノベーションまちづくり 

活⽤されていない空家等や公共資産を活⽤し、まちや地域資源との関係を再構築するため、
まちづくりエディターや関係機関、⺠間事業者と連携したリノベーション事業を実施するこ
とにより、まちに新たな機能や⼈材を呼び込むとともに、まち全体の魅⼒を向上させ、地域
の活性化を図ります。 
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（３）建物状況調査（インスペクション）の普及啓発 
本町内の空家等が増加する要因の⼀つとして、中古住宅の流通がほとんど⾏われていない

ことが挙げられます。 
住宅の劣化状況や改修すべき箇所、費⽤などを調査する建物状況調査（インスペクション）

の普及啓発に努めることで、本町の中古住宅市場の活性化の推進を図ります。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（４）DIY 型賃貸借の普及啓発 
空家等の所有者等の中には、「改修の

ためのノウハウがない」、「改修費⽤の負
担が困難である」などの理由から活⽤が
進まない事例も⾒受けられます。 

「DIY 型賃貸借」の制度は、借主の
意向を反映して住宅の改善を⾏うこと
のできる制度で、貸主は建物を現状にて
引き渡すことで、修繕や改修費⽤が不要
となる⼀⽅、借主は⾃分好みの改修がで
きるなどのメリットがあります。 

DIY 型賃貸借の普及啓発に努めるこ
とで、空家等の多様な賃貸流通を推進し
ます。 

 

参考：住宅インスペクション 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

国⼟交通省は、中古住宅の流通促進のための対策の⼀つとして住宅インスペクショ
ンの普及に努めており、平成 25 年 6 ⽉に「既存住宅インスペクション・ガイドライ
ン」が策定され、診断⽅法や診断項⽬など⼀定の基準を設けています。 

平成 28 年 2 ⽉に宅地建物取引業法が改正され、建物の仲介において宅建業者は、
建物状況調査（ホームインスペクション）を斡旋することや、その結果を買主に重要
事項として説明することが義務となりました。

出典：中古住宅市場活性化ラウンドテーブル報告書資料（国⼟交通省） 

図 DIY 型賃貸借の概要 

出典：DIY 型賃貸借のすすめ（国⼟交通省）

図 インスペクションの位置づけ
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３．管理不全な空家等の解消（基本⽅針③） 
管理不全な空家等については、所有者等に対し適切な管理を⾏うよう啓発に努めます。 
また、周辺に悪影響を及ぼすことが懸念される空家等については、特定空家等の判断に基

づく除却を含め、適切に対処するとともに、跡地の活⽤を促す取り組みについて検討します。 
 

（１）特定空家等の判断 
空家法第２条第２項では、次の４項⽬のいずれかに該当する空家等を「特定空家等」と定

義しています。また、国が策定した『「特定空家等に対する措置」に関する適切な実施を図る
ために必要な指針（ガイドライン）』の別紙において、特定空家等の判断に際しての参考とな
る基準が次のように⽰されています。 
 

 特定空家等となる基準 
①そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態 
②そのまま放置すれば著しく衛⽣上有害となるおそれのある状態 
③適切な管理が⾏われていないことにより著しく景観を損なっている状態 
④その他周辺の⽣活環境の保全を図るために放置することが不適切である状態 

 

ガイドラインでは、空家法第７条に定める「空家等対策協議会」において学識経験者等の
意⾒も勘案し、総合的に判断されるべきものとしており、本町でも、特定空家等の判断につ
いては、「空家等に関する施策を総合的かつ計画的に実施するために必要な指針（ガイドライ
ン）」、「放置された空き家等⽼朽危険家屋に係るガイドライン」に基づき、空家等対策協議会
での意⾒等を踏まえ、総合的に判断することとします。 
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特定空家等を判断する基準については、「国特定空家等ガイドラインの運⽤に係る技術的助
⾔（⼤阪府）」を⽬安として判断します。 
 

 

悪影響の範囲

　歩行者の通行量が多い道路に影響（通学路
等）　２
　隣接地に広範囲に影響（下記以外）　２
　敷地境界隣接地を越えて影響（臭気、音）　２
　景観保全に影響（ただし③の状態のみ）　２

　普通の通行量の道路に影響　１
　隣接地に影響　１

Ｂ

イ　建築物の著しい傾斜 □ □ 倒壊等 50

（イ）基礎及び土台 □ □ 倒壊等 50

（ロ）柱、はり、筋かい、柱とはりの接合等 □ □ 倒壊等 50

（イ）屋根ふき材、ひさし又は軒 □ □ 脱落、飛散 40

（ロ）外壁 □ □ 脱落、飛散 40

（ハ）看板、給湯設備、屋上水槽等 □ □ 脱落、飛散 40

（二）屋根階段又はバルコニー □ □ 脱落、飛散 40

（ホ）門又は塀 □ □
倒壊、脱
落、飛散

40

２．擁壁が老朽化し危険となるおそれがある。 □ □ 倒壊等 40

　 合計 0

□ □
有害物質
飛散

50

□ □ 臭気 30

□ □ 臭気 30

□ □ 臭気 30

□ □ 動物等侵入 30

　 合計 0

□ □ 景観 25

□ □ 景観 25

□ □ 景観 25

□ □ 景観 25

□ □ 景観 25

□ □ 景観 25

・立木等が建築物の全面を覆う程度まで繁茂している。 □ □ 景観 25

・敷地内にごみ等が散乱、山積したまま放置されている。 □ □ 景観 25

　 合計 0

□ □
倒壊、脱
落、飛散

30

□ □ 越境 25

□ □ 音 30

□ □ 臭気 30

□ □
動物の毛
等飛散

25

□ □
動物等侵
入

30

□ □
動物等侵
入

30

□ □
害虫等侵
入

30

□ □ 住民不安 30

□ □ 落雪 － － － －

□ □ 流出 50

合計 0

・看板が原型を留めず本来の用をなさない程度まで、破損、汚損したまま放置されてい
る。

・屋根、外壁等が、汚物や落書き等で外見上大きく傷んだり汚れたまま放置されてい
る。

・立木の枝等が近隣の道路等にはみ出し、歩行者等の通行を妨げている。

・敷地外に動物の毛又は羽毛が大量に飛散し、地域住民の日常生活に支障を及ぼし
ている。
・多数のねずみ、はえ、蚊、のみ等が発生し、地域住民の日常生活に支障を及ぼしてい
る。

・周辺の道路、家屋の敷地等に土砂等が大量に流出している。

・多数の窓ガラスが割れたまま放置されている。

・動物の鳴き声その他の音が頻繁に発生し、地域住民の日常生活に支障を及ぼしてい
る。

・動物のふん尿その他の汚物の放置により臭気が発生し、地域住民の日常生活に支
障を及ぼしている。

・住みついた動物が周辺の土地・家屋に侵入し、地域住民の生活環境に悪影響を及ぼ
すおそれがある。

・シロアリが大量に発生し、近隣の家屋に飛来し、地域住民の生活環境に悪影響を及
ぼすおそれがある。

（３） 建築物等の不適切な管理等が原因で、以下の状態にある。

・門扉が施錠されていない、窓ガラスが割れている等不特定の者が容易に侵入できる
状態で放置されている。

・屋根の雪止めの破損など不適切な管理により、空き家からの落雪が発生し、歩行者
等の通行を妨げている。

・地域で定められた景観保全に係るルールに著しく適合しない状態となっている。

（２）その他、以下のような状態にあり、周囲の景観と著しく不調和な状態である。

④ その他周辺の生活環境の保全を図るために放置することが不適切である状態

（１） 立木が原因で、以下の状態にある。

・立木の腐朽、倒壊、枝折れ等が生じ、近隣の道路や家屋の敷地等に枝等が大量に散
らばっている。

（２） 空家等に住みついた動物等が原因で、以下の状態にある。

・ごみ等の放置、不法投棄による臭気の発生があり、地域住民の日常生活に支障を及
ぼしている。

・ごみ等の放置、不法投棄により、多数のねずみ、はえ、蚊等が発生し、地域住民の日
常生活に支障を及ぼしている。

③　適切な管理がおこなわれていないことにより著しく景観を損なっている状態

（１）適切な管理が行われていない結果、既存の景観のルールに著しく適合しない状態となっている。

・景観法に基づき景観計画を策定している場合において、当該景観計画に定める建築
物又は工作物の形態意匠等の制限に著しく適合しない状態となっている。

・景観法に基づき都市計画に景観地区を定めている場合において、当該都市計画に定
める建築物の形態意匠等の制限に著しく適合しない、又は条例で定める工作物の形態
意匠等の制限等に著しく適合しない状態となっている。

ロ　建築物の構造耐力上主要な部分の損傷等

（２）屋根、外壁等が脱落、飛散等するおそれがある。

②　そのまま放置すれば著しく衛生上有害となるおそれのある状態

（１）建築物又は設備等の破損等が原因で、以下の状態にある。

・浄化槽等の放置、破損等による汚物の流出、臭気の発生があり、地域住民の日常生
活に支障を及ぼしている。

（２）ごみ等の放置、不法投棄が原因で、以下の状態になる。

・排水等の流出による臭気の発生があり、地域住民の日常生活に支障を及ぼしてい
る。

・吹付け石綿等が飛散し暴露する可能性が高い状況である。

合　計

Ａ×Ｂ×Ｃ

悪影
響の
度合
い

Ａ

切迫性が高い
2

切迫性が高くな
い　1

Ｃ

①　そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態

１．建築物が著しく保安上危険となるおそれがある。

（１）建築物が著しく倒壊等するおそれがある

特定空家等に対する措置を講ずるか否かの判定表
（目安）

※下記判定表で得点を計上し、合計が１００点以上を特定空家等とする。

①
認めら
れる状
態の有
無

②
予見される悪
影響の範囲
内に周辺の
建築物や通
行人等が存
在し、又は通
行し得て被害
を受ける状況
になるか否か

周辺に影響を
与える
事項

③
悪影響の程度

④
危険等の切迫
性

表 特定空家等に対する措置を講ずるか否かの判定表

（出典：「国特定空家等ガイドラインの運⽤に係る技術的助⾔（⼤阪府）」） 
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【国ガイドラインによる特定空家等判断の参考基準】 
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（２）特定空家等に対する措置 

空家法及び条例に基づき、実態調査や⽴⼊調査、空家等の状態に応じて所有者等に対し、
注意喚起や指導、勧告、命令等や除却の⽀援などの特定空家等に対する措置を⾏います。 

 
 

図 特定空家等に関する措置の流れ
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①助⾔⼜は指導（空家法第 14 条第 1 項） 
空家等が特定空家等と認定された空家等の所有者等に対し、「除却」、「修繕」、「⽴⽊⽵の伐

採」⼜は「その他周辺の⽣活環境の保全を図るために必要な措置」をとるよう助⾔・指導を
⾏います。 
   
②勧告（空家法第 14 条第 2 項） 

助⾔・指導をした場合において、なお当該特定空家等の状態が改善されないと認めるとき
は、当該助⾔・指導を受けた者に対し、相当の猶予期限を付けて「除却」、「修繕」、「⽴⽊⽵
の伐採」⼜は「その他周辺の⽣活環境の保全を図るために必要な措置」をとることを勧告し
ます。 

また、勧告を⾏った場合は、平成 27 年度税制改正の⼤綱（平成 27 年 1 ⽉ 14 ⽇閣議決定）
に基づき、当該特定空家等に係る⼟地について、住宅⽤地に係る固定資産税及び都市計画税
の課税標準の特例措置の対象から除外する措置を講じます。（注） 

 
③命令（空家法 14 条第 3 項） 

勧告を受けた者が正当な理由なく、勧告に係る措置をとらなかった場合において、特に必
要があると認めるときは、相当の猶予期限を付けて、その勧告に係る措置をとることを命令
します。 

 
④代執⾏（空家法 14 条第 9 項） 

必要な措置を命じた場合において、その措置を命ぜられた者が必要な措置を履⾏しないと
き、履⾏しても⼗分でないとき、⼜は履⾏しても期限までに完了する⾒込みがないときは、
⾏政代執⾏法の定めるところに従い、代執⾏を⾏います。 

 
⑤略式代執⾏（空家法 14 条第 10 項） 

命令しようとする場合において、過失がなくてその措置を命ぜられるべき者を確知するこ
とができないとき（過失がなくて助⾔・指導⼜は勧告が⾏われるべき者を確知することがで
きないため、命令を⾏うことができないときを含む。）は、最⼩限の危険回避措置や、除却等
の略式代執⾏を⾏います。 

 

（注）住宅について、勧告された場合は地⽅税法に基づき、当該特定空家等に係る敷地
は固定資産税等の住宅⽤地特例の対象から除外されます。 

 

表：固定資産税の住宅⽤地特例 
区 分 ⼟地の利⽤状況と⾯積区分 課税標準 

⼩規模住宅⽤地 住宅⽤地で住宅１⼾につき 200 ㎡までの部分 課税標準となるべき価格×1/6 

⼀般住宅⽤地 
⼩規模住宅⽤地以外の住宅⽤地 

(200 ㎡を超える部分で家屋床⾯積の 10 倍まで) 
課税標準となるべき価格×1/3 
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４.空家等対策を継続する体制づくり（基本⽅針④） 
空家等の課題解決に向け、地域や所有者等のニーズを把握し、庁内の各組織が横断的に連

携し、継続的に対応できる体制づくりに取り組みます。 
 

（１）庁内体制の整備 
ワンストップでの対応を図るため、空家等の問題に対する相談窓⼝は、総務部企画地⽅創

⽣課とします。空家等に関連する課題は多岐にわたることから、庁内の関係部署や関係団体
と連携して取り組むことで課題の共有化を図るとともに、必要な情報の提供や迅速な対応を
めざします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

図 実施体制 
 

表 各課の役割 
担当部署 関連する業務

企画地⽅創⽣課 ・空家等の総合相談に関すること。
・空家等対策協議会や関係団体との連絡⼜は調整に関すること。
・空家等の活⽤を促進するための相談、補助制度等に関すること。

建築課 ・空家バンクに関すること。
・空家等の適切な管理の促進、啓発等に関すること。 
・空家等の調査に関すること。 
・特定空家等に対する措置及び対処に関すること。 
・住宅の耐震化に関すること。

住⺠課 ・空家等の相続情報に関すること。
⽣活環境課 ・⽣活環境の保全に関すること。

・空家等敷地の適正管理に関すること。 
・特定空家等に対する措置及び対処に関すること。 

危機管理担当 ・防犯、⽕災予防に関すること。
・地域との協働に関すること。 
・特定空家等に対する措置及び対処に関すること。 

税務課 ・固定資産税など所有者等の情報に関すること。 
・固定資産税等の住宅⽤地特例に対する対応に関すること。 

⼟⽊下⽔道課 ・交通に⽀障を及ぼすおそれのある道路の管理に関すること。 
・特定空家等に関する措置及び対処に関すること。 

福祉課 ・福祉施設⼊居者の住宅対応に関すること。
産業観光促進課 ・農林業⽤地の適正管理に関すること。

・特定空家等に対する措置及び対処に関すること。 

岬町役場 総合相談窓⼝
 

総務部企画地⽅創⽣課 
072-492-2775

空家等に関する相談

関係団体

相談

所有者等調査 
・住⺠課 
・税務課 など 

適正管理
・建築課 
・福祉課 
・⽣活環境課 
・危機管理担当 
・⼟⽊下⽔道課 

など

利活⽤
・企画地⽅創⽣課 情報 

共有 
情報 
共有

連携
強化 

岬
町
空
家
等
対
策
協
議
会 

連携 
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（2）空家等に対する相談の体制整備 
空家等に関する所有者等からの相談については、企画地⽅創⽣課が窓⼝となり、内容に応

じて担当課を案内し、担当課での相談を経て、関係団体を紹介するなど、多様な相談に対応
できる体制づくりを進めます。 

 

 

 

 

 

図 所有者等からの相談の流れ 

所有者 等

相談

良好の場合 不良の場合

 空家等の管理に関する
相談 

 ごみ・害⾍・草⽊ 

⽣活環境課 

岬町シルバー⼈
材センター・関

係団体紹介 

家屋

 ⽼朽化等構造に
関する相談

建築課

建築関連団体紹介

企画地⽅創⽣課 

相続 売却・賃貸

空家バンク・不動
産団体紹介 

弁護⼠会・司法書
⼠会紹介 

関係団体紹介

企画地⽅創⽣課

建築課

 防犯・⽕災予防

危機管理担当 

地域利活⽤

相続に関する相談

企画地⽅創⽣課

 空家等の利活⽤に関する
相談 

空家等の状況

建築課 
⽣活環境課 

危機管理担当 
⼟⽊下⽔道課 

産業観光促進課 

 特定空家対応 
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第５章 空家等に関する対策の実施体制等について 
１．空家等対策の実施体制 
（１）空家等対策協議会  

空家法第７条に基づき、空家等対策協議会を設置し、空家等対策計画の作成及び変更並び
に実施に関する協議を実施します。 

 

（２）地域との連携  

計画の推進、空家等対策の着実な実施のためには、地域との連携が重要となります。空家
等の把握や所有者等に対する働きかけなど地域と協働できる体制の構築を検討します。 

 

（３）民間団体との連携 

⼤阪府では、中古住宅の質やイメージの向上、⼤阪府⺠が安⼼して住める中古住宅流通・
リフォーム市場の活性化を図り、⼤阪府⺠の住⽣活の向上と⼤阪の地域⼒や安全性の向上に
資することを⽬的として、「⼤阪の住まい活性化フォーラム」を設⽴しています。  

本町では、相談体制の充実を図るため、「⼤阪の住まい活性化フォーラム」の相談窓⼝とも
連携し、関係団体などと連携したセミナーの開催などを通じて、効果的な啓発に努めます。 

また、空家等に関する相談については、幅広い分野にまたがる内容となることから、空家
等に関する法的⼿続き⽀援ができる専⾨家（弁護⼠、司法書⼠、⼟地家屋調査⼠、⾏政書⼠
等）との連携体制の構築を図るとともに、空家等の適正管理・除却・活⽤への相談対応に向
けた⺠間事業者（不動産業者、建設事業者等）協⼒体制の構築に努め、きめ細やかな⽀援を
⾏う体制づくりを検討します。 

 

２．その他空家等対策の実施に関する事項 
（１）大阪府と連携した国への働きかけ  

空家等に関する国への要望に当たっては、⼤阪府や他の市町村と連携を図りながら進める
こととします。また、⼤阪府では、「⼤阪府空家等対策市町村連携協議会」を府内市町村で組
織しております。当該協議会を通じて、⼤阪府及び府内市町村と連携し、空家等対策に関す
る情報共有や職員の技術向上に取り組みます。 

 
（２）効果検証の実施  

空家等に関する現状を把握した上で、進⾏管理を適切に⾏い、計画的な取り組みを推進し
ます。 また、施策の効果・成果等の検証を⾏い、その結果を空家等対策協議会に報告・協議
し、ＰＤＣＡサイクルに則り、定期的に計画と実績についての検証や新たな取り組みの検討
を⾏い、必要に応じて計画の⾒直しを⾏います。



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■計画策定の目的 

・社会状況の変化などに伴い、空家等は今後更なる増

加が見込まれています。 

・特に適正に管理されずに放置された空家等は、倒壊

や雑草の繁茂、火災など地域住民の生活環境に悪影

響を及ぼしています。 

・国においては、空家等に関する施策を総合的かつ計

画的に推進し、公共の福祉の増進と地域の振興に寄

与することを目的として、「空家等対策の推進に関

する特別措置法」（以下「空家法」という。）が制

定され、平成27年 5月に全面施行されました。 

・このような状況を踏まえ、本町の空家等に関する対

策を総合的かつ計画的に取り組む基本的な方針と

して、「岬町空家等対策計画」を策定することとし

ました。 

■更なる空家等の増加 

 

 

 

■空家等の維持管理 

 

 

■空家等の活用 

 

 

 

■管理不全な空家等の増加 

 

 

 

 

 

 

岬 町 空 家 等 対 策 計 画（案） 

（ 概 要 版 ） 
 

総合的な空家等の対策による 

安心して住み続けられる住環境づくり 

 

 
1.計画の目的と対象 

■計画期間 

 

・ただし、社会情勢の変化や施策の取り組み状況等に

よっては、計画中でも見直しを図ります。 

平成 31 年度（2019 年度）から平成 40 年度（2028 年度まで） 

■計画の対象 

・本計画の対象とする地区は、「岬町全域」とします。 

■対象とする空家等の種類 

・本計画の対象とする空家等の種類は、空家法第 2

条第 1項に規定する「空家等」とします。 

・共同住宅や長屋についても、一棟すべてが空室とな

った場合は対象とします。 

・空家化予防の取り組みは、居住・使用中の建築物で

あっても対象とします。 

 

 ２.現状と課題 
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建物の老朽化

定期的な建物の維持管理の手間

自宅から空き家等までの距離が遠い

管理するには体力的に厳しいものがある

どこに管理を頼んでよいかわからない

管理を委託するための費用が高い

その他

未回答

構成比

 

・本町の空家率は全国や大阪府を上回る。 

・空家等所有者の年齢層は 60歳以上が大半。 

 

・「建物の老朽化」を懸念する意見も多く、今後、管理不全と

なる空家等の増加が懸念。 

 

 

 

・「建物の老朽化」や「維持管理の手間」を挙げる意見も多い。 

 

 

・今後は「売却」や「賃貸」の意向が多いが、「方法が分から

ない」等の意見もある。 

更なる空家等の増加への対応が課題  

空家等の適切な管理のあり方が課題  

空家等の活用に向けた体制整備を図ることが課題 

管理不全な空家等の適切な対応を図ることが課題  

岬町の空家率の推移 
（住宅・土地統計調査より） 

 

空家等の維持管理で困っている事 
（H28年所有者等意向調査結果より） 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

３.空家等対策の基本的な目標及び方針 

■基本的な目標 

 

 

 

 空家等の問題を解決するためには、住民、地域、関係団体等が互いに連携し、多様な課題に取り組む必要があ

ります。 

 環境、建築、法律、コミュニティなど総合的な観点からの取り組みを推進し、だれもが安心して住み続けられ

る住環境づくりを進めていきます。 

 

総合的な空家等の対策による 

安心して住み続けられる住環境づくり 

■基本方針 

 

・現在、居住又は使用している建物も対象とした

新たな空家等の発生予防に向けた取り組みを

進めていきます。 

・空家等所有者等に対するセミナー等の開催を通

じ、空家等の適正管理に対する意識の向上や理

解の促進に努めます。 

・空家等所有者等の維持・管理の負担軽減につな

がる施策の検討を進めていきます。 

 

・本町への移住・定住の促進や地域活性化を図る

ため、町内の活用可能な空家等を地域資源とし

て、空家等の利活用に取り組みます。 

・空家等所有者等の意向を踏まえながら活用可能

な空家等の情報の把握に努めるとともに、情報

提供や相談体制の整備を進めていきます。 

 

基本方針① 空家等の発生予防と適正管理 基本方針② 空家等の活用の促進 

・適正な管理が行われていない空家等について

は、関係法令に基づく実効性のある改善指導等

を行うことや、空家等の除却にかかる経費の一

部を支援することにより、管理不全な空家等の

解消を推進します。 

 

・空家等対策計画を策定した後も、持続的な空家

等の発生予防や対策を行うために、行政や地

域、関係団体が連携した空家等対策計画を実行

する体制づくりを行います。 

 

 

基本方針③ 管理不全な空家等の解消 基本方針④ 空家等対策を継続する体制づくり 

 

 

空家等の発生予防と 

適正管理 

管理不全な空家等 

の解消 

 

空家等の活用の 

促進 

空家等対策を継続する 

体制づくり 

本町の空家等対策の基本的な方針 



 

 

 

 

 

  

 

 

空家等の管理については所有者等により行うことが原則になっています。空家等の適切な管理に向けた情報提

供や意識啓発を図るとともに、地域や所有者等からの空家等に対する相談体制の整備、負担軽減につながる施策

の実施に努めることで、空家等の発生予防と適正管理をめざします。 

■具体的な取り組み 

（１）相談会、セミナーの開催 

大阪の住まい活性化フォーラムをはじめとする関係団体と連携し、空家等の適正管理や相続、売買や賃貸な

どの利活用に関する相談会やセミナーを開催し、相談体制の充実に努めます。 
 

（２）町広報誌や町ホームページでの情報発信 

空家等所有者等や住民に対し、空家等がもたらす生活環境への影響や諸問題、空家等の適正管理についての

理解の促進を図るため、町広報誌、町ホームページ、チラシ等により周知を図ります。 

 

（３）啓発文書の送付 

空家等の適正管理や税制上の措置等についての意識啓発、空家バンク制度の周知を図るため、固定資産税の

納付書発送時に関係書類を同封し、空家等所有者等の意識啓発を図ります。 

 

（４）空家等の適正管理の支援 

空家等の管理が負担となる遠方に居住している所有者等や高齢の所有者等が町内の空家等を適正管理でき

るよう、岬町シルバー人材センター等と連携し、空家等の適正管理に向けた支援制度の構築に努めます。 

 

（５）大阪府住宅リフォームマイスター制度の活用 

安心して住宅リフォームが行われるよう一定の基

準を満たした設計・施工事業者の情報を提供する「大

阪府住宅リフォームマイスター制度」の普及啓発を行

い、管理不全となる空家等の発生抑制に努めます。  

 

４.空家等対策の取り組み方針 

基本方針① 取り組み方針① 空家等の発生予防と適正管理 

 

 

自然環境や関西国際空港、大都市へのアクセスに恵まれた本町の特性を活かし、移住や定住の促進を図るため、

町内の空家等を地域資源として捉え、空家バンク制度や相談体制の充実に努めるとともに、大阪府が取り組む「大

阪版・空家バンク」との連携を図ることで情報発信を強化し、移住・定住の促進に努めるともに、空家等を活用

した創業支援にも努めます。 

■具体的な取り組み 

（１）空家バンク制度の充実 

空家等の所有者等と利用希望者のマッチングを行う空家バンク制度の充実に努めます。また、「大阪版・

空家バンク」との連携を強化し、本町への移住・定住の促進を図ります。 

 

 

基本方針② 取り組み方針② 空家等の活用の促進 

住宅マイスター制度の実施方法 
（大阪府 HPより） 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 岬町の空家率の推移 

（住宅・土地統計調査より） 

 

（２）リノベーションまちづくり 

活用されていない空家等や公共資産を活用し、まちづくりエディターや関係機関、民間事業者と連携した

リノベーション事業を実施し、まち全体の魅力を向上させ、地域の活性化を図ります。 

 

（３）建物状況調査（インスペクション）の普及活動 

住宅の劣化状況や改修すべき箇所、費用などを調査する建物状況調査（インスペクション）の普及啓発に

努めることで、本町の中古住宅市場の活性化の推進を図ります。 

 

（４）DIY型賃貸借の普及啓発 

借主の意向を反映して住宅の改善を行うことのできる DIY 型賃貸借の普及啓発に努めることで、空家等

の多様な賃貸流通を推進します。 

 

  

 
 

 

管理不全な空家等については、所有者等に対し適切な管理を行うよう啓発に努めます。 

また、周辺に悪影響を及ぼすことが懸念される空家等については、特定空家等の判断に基づく除却を含め、適

切に対処するとともに、跡地の活用を促す取り組みについて検討します。 

■具体的な取り組み 

（１）特定空家等の判断 

「空家等に関する施策を総合的かつ計画的に実施するために必要な指針（ガイドライン）」、「放置された

空き家等老朽危険家屋に係るガイドライン」に基づき、空家等対策協議会での意見等を踏まえ、特定空家等

の判断を行います。 

 

（２）特定空家への措置 

空家法及び条例に基づき、実態調査や立入調査、空家等の状態に応じて所有者等に対し、注意喚起や指導、

勧告、命令等や除却の支援などの特定空家等に対する措置を行います。 

基本方針③ 取り組み方針③ 管理不全な空家等の解消 

 

 

空家等の課題解決に向け、地域や所有者等のニーズをくみ取り、庁内の各組織が横断的に連携し、継続的に対

応できる体制づくりに取り組みます。 

■具体的な取り組み 

（１）庁内体制の整備 

空家等に関する総合相談窓口は、総務部企

画地方創生課に一本化します。多岐にわたる

課題に対応するため、庁内の関係部署や関係

団体と連携して取り組み、必要な情報の提供

や迅速な対応をめざします。 

 

 

基本方針④ 取り組み方針④ 空家等対策を継続する体制づくり 

お問い合わせ 

   〒599-0392 

大阪府泉南郡岬町深日 2000-1 

岬町役場 総務部企画地方創生課 

 

TEL     072-492-2775 

FAX     072-492-5814 

本町の空家等対策の実施体制 



■第１回岬町空家等対策協議会での意見の概要 

 

１．空家等対策計画について 

 

項目 意見内容 町の回答 

計画の策定に関するご意見 ○空家対策には管理除却と利活用の２つの方針があると考え

られるが、岬町としてはどのようにお考えか。 

 

○計画に付随する要綱、例えば補助金や特定空家への指定及

び事後手続きのフロー等を策定する予定はあるのか。 

 

○岬町から転出された皆さんにＵターンいただける仕組みを

つくるのがいちばん良い。 

 

○今後、空家になってしまうであろう物件をいかに少なくす

るかという予防に注力する計画にしていただきたい。 

 

○空家を解体するだけでなく、用途地域にそぐわないなど諸

事情により利用できないこともあるので、総合的に判断して

いただきたい。 

 

○空家には３つ階層があると思う。１つ目は解体すべきもの、

２つ目は空家として流通価値があるもの、３つ目は流通価値

はなく、放置すると特定空き家になるもの。この３つ目の空

家が最も問題となっている。 

 

○空家に至った経緯には個別の事情がある。それらを考慮し、

対応した計画を立てることが協議会の役割であると思う。 

●利活用と管理・除却の両面から計画策定に向けた検討を進

めていければと考えている。 

 

●補助金については、改修や除却、清掃を対象とした補助金

制度を設けている。また、特定空家の基準については、作成

に向けた検討を行っているところである。 

資料３ 



 

項目 意見内容 町の回答 

基本方針に関するご意見 

 

○空家対策計画の基本方針に対する町の考えをご説明いただ

きたい。 

 

 

 

●全国的に空家は年々増加しており、住民の皆さんの生活環

境に深刻な影響を及ぼす場合もある。このような課題に対す

る万全の準備をするため、この計画を策定してまいりたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



２．岬町空家実態調査について 

 

項目 意見内容 町の回答 

岬町空家実態調査対象に関する 

ご意見 

○空家実態調査の調査対象１，８３９件については、全て所

有者が判明しているのか。また、所有者側も空家であると認

識しているのか。  

 

○客観的に見てＤ判定の空家が少ない実感があるが、調査対

象から漏れている物件があるのではないか。 

 

 

○集合住宅は調査対象外となっているが、マンション一棟す

べてが空家であると場合も対象外となるのか。 

●所有者については、アンケート調査で回答があった 820 件

については把握している。また、所有者全てが空家と認識

しているわけではない。 

 

●町が把握しているのは、空家実態調査の調査結果となるが

が、その他にも調査実施前に危険であると周辺住民から通報

があった物件があるため、引き続き調査をしている。 

 

●空家実態調査では、集合住宅及び社宅は対象外となってい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



３．空家の利活用について 

 

項目 意見内容 町の回答 

空家の利活用の方法に関する 

ご意見 

 

○空家の利活用については、調査終了後に利活用するのか。 

 

●本町での空家の利活用事例としては、町内の空家をまちづ

くりエディターの活動拠点を借り上げ、町の活性化をめざし、

活用している事例がある。今後は、同様の事例を増やしてい

きたい。 

今後の空家の利活用についての 

ご意見 

○近年、不動産を購入される外国人が増加傾向にあるため、

住民に対して境界線の明示をアナウンスする必要があると思

う。 

 

○空家については様々な意見があるが、活用できる空家に関

しては、夢のある活用をしていければよいと思う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



４. 特定空家について 

 

項目 意見内容 町の回答 

特定空家に関するご意見 

 

○特定空家については、行政代執行で行うのか、補助金を活

用するのかなど具体案を提示し、協議会の中で検討していく

ことが必要。また、広義の空家と特定空家に分けて対策を考

えていかなければならない。 

 

 

特定空家の判断基準に関する御意

見 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○特定空家の判断に当たっては、判断基準を明確にすべき。

建物を一部補修するだけで特定空家でなくなる場合もあるた

め、一定の枠組みを決めていく必要があると思う。また、特

定空家の勧告となると固定資産税の小規模宅地の特例が解除

されてしまうので、あらかじめ基準を作っておくべきである。 

 

○特定空家の基準については、詳細に決めておく必要がある

が、計画については町長が認める場合のような行政裁量を設

定しても問題ないかと思う。特定空家の勧告までは行政コス

トがあまりかからないと認識しているので、裁量はほとんど

ない。一方、命令から代執行までは確実に行政コストがかか

るため、裁量を広めにとることによりバランスのとれた対処

が可能かと思う。また、補助金がインセンティブになること

は理解できるが、固定資産税の特例解除の方がインセンティ

ブになると思う。  

●特定空家については、定性的なもの、定量的なものを明確

にしたいと思っている。また、特定空き家の総合的な判断に

ついては協議会で判断していく方法もあるかと思っている。

また、行政代執行につきましては、所有者自身が責任を認識

でき、動機づけのできる補助金の制度等に重きをおく計画を

検討したいと考えている。 

課税未満の物件 

 

 

○固定資産税で課題となるのが、課税未満の物件である。特

定空家を放置し被害生じれば、行政側の責任を問われる場合

があるため、行政もできる限りのことを行う必要がある。 

 



   

５. 行政代執行について 

 

項目 意見内容 町の回答 

行政代執行 

 

○岬町として空家に対して代執行まで行おうと思っておられ

るのか。 

●所有者が不明な２軒の空家については、略式代執行により

執行した実績がある。 

略式代執行について ○略式代執行の場合は、町の予算で対応することになるのか。 ●略式代執行に関しては、国の補助金もあるが、町の予算で

執行することになる。行政代執行については、町が代わりに

執行しているもので、当該費用は所有者に請求する形になる。 
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⽤語集 

ｐ1 ・空家 
 空家法で規定される「空家等」以外に、共同住宅や⻑屋などの空室など居住して

いないものも含まれます。
ｐ1 ・所有者等 
  空家法第3条に規定される「空家等の所有者⼜は管理者」のことです。⼟地の所有

者や空家等の相続⼈も含まれます。
ｐ15 ・旧耐震基準 
  耐震基準とは建物が地震の震動に耐えることのできる基準について定めたもの

で、昭和５６年に耐震基準が⼤きく改正されました。この改正以前のものを旧耐震
基準、以降のものを新耐震基準といいます。

ｐ21 ・管理不全な空家等 
  適切な管理が⾏われていないことにより、周辺環境や地域住⺠に悪影響を及ぼす

恐れのある空家等のことです。
ｐ25 ・⼆地域居住 
  多様な⽣活を実現するために、都市と地⽅など⼆つの⽣活拠点を持って⽣活する

ことです。 
ｐ25 ・空家バンク 
  空家を活⽤して定住促進を図ることなどを⽬的として、空家の賃貸や売却の希望

者から申し込みを受けた情報を空家利⽤希望者に紹介する制度です。 
ｐ25 ・リノベーションまちづくり
  ⺠間の主導で、空家をリノベーション（改修により新たな価値を⽣み出すこと）

により産業の振興や地域コミュニティの向上などを実現し、まちの魅⼒を⾼める⼿
法のことです。 

ｐ25 ・まちづくりエディター
  町外から本町に移住していただき、空家の利活⽤、移住⽀援や農漁業の活性化の

活動を⽀援する、本町独⾃の制度です。
ｐ32 ・ワンストップ 
  通常複数にまたがる業務を⼀つの窓⼝で処理できるようにすることです。これに

よって、利⽤者にとっては効率のよいサービスが受けられるようになります。
ｐ34 ・PDCAサイクル 
  事業を計画的に進めるための管理⼿法です。Plan（計画）→Do（実⾏）→Check

（評価）→Act（改善）の4つの過程を繰り返すことで、業務を継続的に改善するこ
とができます。 

 
 




